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論文要旨
近年，イノベーションに関与する主体は多様化・複雑化している。こうした中イノベーション研究では，主
として情報伝達という側面から主体間のやり取りが議論されてきた。しかし，主体の多様化・複雑化において
は，情報伝達のみならず，主体間でお互いの社会や文化を理解することが求められる。そこで，本稿では他者
の社会や文化を理解するためにイノベーション研究に拡張的学習（Engeström, １９８７）が有用であること，同時
に応用可能なアプローチであることを拡張的学習の展開，イノベーション研究の課題，そしてロボットを活用
した介護サービスを事例に取り上げ論じる。
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１．はじめに
本稿の目的は，イノベーション研究において拡張的学習（Engeström，１９８７）を用いることの有
用性と応用可能性について検討することである。近年，イノベーションにはメーカーに限らずさま
ざまな主体が関わるようになった。こうしたイノベーションに関与する主体の多様化を von Hippel
（１９８８）はイノベーションの源泉の多様性として論じた。イノベーションの源泉の多様性とは，イ
ノベーションの起点にメーカーだけでなく，ユーザーやサプライヤーがおり，これらの主体がイノ
ベーションを起こす可能性があることを指す（von Hippel,１９８８）。そして，近年はさらに多種多様
な主体が製品やサービスの創造に関わるようになり，主体間の相互作用的な関係性の中からイノベ
ーションが共創されるようになった（Prahalad and Ramaswamy,２００４; Chesbrough,２０１１）。つま
り，イノベーションに関与する主体間の関係性はより密接化・複雑化している。多様な主体が関わ
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るイノベーションにおいては主体それぞれが持つ知識や情報を共有化していくことが競争優位性の
源泉につながるとされる（Pralahad and Ramaswamy,２００４）。
こうしたイノベーションへの参画主体の多様化と複雑化，そして主体間での知識や情報の共有化
を考える上で，拡張的学習（Engeström,１９８７）はイノベーションの促進につながる有用な理論で
あると考えられる。拡張的学習とは，社会的な学習の１つの理論であり（Brandi and Eljkaer,２００２），
学習を個人的な行為ではなく，社会的な活動と考え，学習主体が置かれている状況や活動に関わる
人びとの多声性に着目し，個人的行為では解決できない矛盾を集団的に解決していくことを志向し
ている。つまり，学習における変化の主体を個人だけではなく，学習主体が属する活動の変化にも
みようとしている。こうした拡張的学習の観点に立てば，主体間の関係を多元的・動的に捉えるこ
と，そして主体間の関係性とイノベーションとの関係性を包括的に捉えることが可能と考えられる。
そこで本稿では，まず学習心理学の変遷を踏まえ，拡張的学習の理論的展開を整理する。つづい
て，イノベーションへの参画主体に関する既存研究から，なぜ拡張的学習が有用であるのかを考察
する。そして，ロボットを活用した介護サービスを事例に取り上げ，イノベーションの参画主体の
多様化・複雑化における拡張的学習の応用可能性を検討する。
２．学習心理学の流れ
２－１．行動主義，認知主義へ
心理学における学習の研究は，心理学が科学として独立した当初から開始されており，長い歴史
を持っている。その間に，学習心理学は多種多様なパースペクティブを持ち，学習の仕組みを説明
するための理論も多岐にわたるようになった（森ら,２０１１, p. ２）。本項では，行動主義から認知主
義への学習心理学の変遷を森ら（２０１１）から整理していきたい。
まず，学習心理学で隆盛を誇ったのが，行動主義の学習理論である。２０世紀初頭，ワトソンによっ
て始まり，パブロフの条件反射，ソーンダイクやスキナーのオペラント条件付けなどさまざまな学
習理論が構築され，１９３０年代から２０年ほど盛んとなった。行動主義では，研究の対象を意識ではな
く行動に限り，複雑な行動も分析すれば刺激と反応という要素に還元できると考えられていた。そ
して，学習を客観的に観察することができる「行動上の変化」として捉えており，こうした学習観
はイギリスの経験論の強い影響を受けていたとされている（森ら,２０１１, pp. ２―３, pp.２１―３９）。
こうした行動主義に基づく学習理論の展開に並行して，ドイツでは行動主義の要素主義的な学習
観を真っ向から批判するゲシュタルト心理学が興る。ゲシュタルト心理学では，学習は問題場面の
全体的構造の洞察や理解といった学習主体の能動的な認知活動によって成り立つと考える。つまり，
要素ではとらえきれない全体性を取り扱おうとする。しかし，ゲシュタルト心理学は要素主義を批
判したものの，行動主義の隆盛は衰えなかった（森ら,２０１１, pp. ４―５）。
そして，１９５０年代に入ると刺激と反応によって認知過程を論じることの難しさが認識され始め，
認知主義（認知心理学）に基づく学習理論が多くなる。ミラーのマジカルナンバー７±２，バンデュ
ラのモデリングなどが代表的である。認知主義の下では，人を情報処理体とみなし，「情報の入力，
処理，蓄積，必要な時に引き出す」こうした人による情報処理過程を認知過程として捉えた。そし
て，本有的な概念やシステムのモデル化を試みており，認知主義のもとでは，学習を「新しい知識
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の獲得」と捉える（森ら,２０１１, pp. ７―１０, pp.４１―６４）。Gergen（１９９４b）によれば，行動主義がイ
ギリス経験論の影響を受けているのに対し，認知主義は大陸合理論に作用されている。
２－２．構造主義と社会的構成主義
その後，学習研究が進み，知識は学習主体によって構成されるとみなす学習観が登場する。この
時，知識が学習主体によっていかに構成されるのかが問題となり，２つの捉え方が存在する。まず
１つ目が「知識や理解は認識主体が自ら作り上げていく」というピアジェに代表される構造主義の
学習である。佐藤（１９９２）によれば，ピアジェの研究では，学習主体と学習内容との間で相互作用
が発生し，認知的葛藤（既有の認識構造の変化）が個人内部に起こり，その結果，新しい認識構造
が形成されると考えられている。
これに対し，人間は社会的な存在であるという前提に立ち，学習主体は他者，状況，道具などと
働き掛け合う中で，自ら知識を構成していくという社会的構成主義の学習観が１９８０年代頃から盛ん
になる。ミードのシンボリック相互作用論，ウィトゲンシュタインの言語ゲーム論，レイブとウェ
ンガーによる状況的学習論（森ら,２０１１, p.１１），そしてヴィゴツキーの最近接発達領域などがその
系譜にあたる（佐藤,１９９２, p.２５）。社会的構成主義の立場は，学習は社会的な産物であり，個人学
習であっても書物や道具を通して他者との対話は行われており，社会的な相互作用が起きていると
考える。さらに，認知は状況や文脈に規定されるとする。
２－３．社会的な学習がもとめられる背景
さて，行動主義から認知主義への転換では「学習を刺激と反応の要素に分解し，人間の認知過程
を捉えることが困難」このことが問題となり，学習理論の潮流に変化が生じた。それでは，認知主
義はどのような問題を孕んでおり，認知主義から社会的構成主義へと帰趨しようとしているのか
Gergen（１９９４b）から紐解いていきたい。
まず第１の問題が認知主義の基本的前提と方法論との間に乖離が起きていることである。上述し
たように認知主義では人を情報処理体とみなし，生得的な情報処理のメンタルモデル，スキーマな
どを解明していくことを志向していた。これは，個人の外的世界に対する認識が経験によるもので
はなく，個人の主観的な認知システムに依存することを意味する。したがって，本来であれば認知
主義の主観性に基盤においた理論は実証的方法に依拠することは適さない。しかしながら，認知主
義は矛盾する実証的方法を用いることで理論の正当性を保証しようとしてきた。第２の問題は，個
人の主観性に基盤を置いているがゆえに，外的世界に対する認識が認識者個人の主観の投影ないし
副産物となってしまうことである。個人の認識を外的世界に還元し続けることで，認知主義は唯我
論に陥る危険性があると指摘されている。第３の問題は，メンタルモデルやスキーマといった認知
構造がいかにして構築されるのか，外的世界が認知にどのように影響を与えるのか，こうした問題
が実証的方法に依拠しようとしたことで生じたとされる。この問題に対し，強化理論，認知地図理
論，生得説などで解決が図られてきたものの十分な回答は示されていない１。そして最後に，認知
が行為に影響を与えるメカニズムが明らかにされていないことが問題として指摘されている。
Gergen（１９９４b）はこうした一連の問題は経験主義と合理主義，客観と主観といった二元論のも
と認識論を捉えてきたことに起因していると論じた。その上で，二元論的認識論から，知識は個人
の頭の中で構築されるものではなく社会的関係性の産物であるという社会的認識論への転換が求め
イノベーションの主体の多様化と複雑化における拡張的学習の可能性
3
られると説いている。そして，社会的認識論では社会的交流の所産である言語や言説が重要な地位
を占める。さらに実証研究は，命題の真偽や理論の正確性を判定するための手段から，さまざまな
理論を日常生活の言葉に翻訳し日常生活を刷新するための手段として再定位されている。
３．文化・歴史学派と拡張的学習
拡張的学習（Engeström,１９８７）は上述した社会的構成主義に分類されるヴィゴツキー学派（以
下，文化・歴史学派）から発展してきた。本節では拡張的学習の理論的展開を追いながら，拡張的
学習のどのような特長がアプローチとして有用たり得るのか論じていきたい。
３－１．拡張的学習の理論的前提
拡張的学習は，ソビエトで１９２０年代半ばから３０年代半ばにかけて Vygotskyを中心に展開した「文
化・歴史学派」に端を発する。文化・歴史学派は人間の精神発達は文化や歴史と切り離せない現象
と考え，その後の研究に大きな影響を与えた（高木,２０１０, p.４０３）。
まず，子どもの発達を歴史的な背景から紐解こうとした Vygotsky（１９６２など）によれば，人間
の発達とは記号に媒介され，媒介では主に言語が重要な役割を担う。そして，人間の心理過程に言
語を関係づけることで，人間は単に生物学的な発達から，文化に基礎づけられた発達へと導かれる
と考えられた。そして，ここで重要な概念となるのが「内化」である。内化とは，他者との相互作
用を通して，個人が外的に存在する認識対象を自己のものとして取り込むことで，この内化によっ
て認識が成立する。また，Vygotskyは学習主体の現在の発達水準（成熟した機能）と学習主体が
教授者の指導のもとあるいは学習主体自身よりも優れた仲間と協同することで達成できる可能的発
達水準との差を最近接発達領域（発達の最近接領域）と呼び，その重要性を説いた。なぜなら，人
間の発達を考えるうえで，学習の結果だけではなく，学習過程でのダイナミックな状態を理解する
ことが不可欠と考えられたためである。
こうした Vygotskyの概念はその後，さまざまに拡張されていく。たとえば，Cole（１９９６）は，
媒介物の概念を Vygotskyの言語的記号から物質的人工物にまで拡張し，人間の行為や発達過程を
より深く歴史的・文化的に理解しようと試みた２。また，Wertsch（１９９１）は Vygotskyにバフチン
の理論を援用することで，記号概念を拡張した。そこでは，「声３」「対話４」「多声性５」「社会的言語６」
「ことばのジャンル７」といった概念が用いられ，ヴィゴツキー理論では考慮されてこなかった複数
の媒介の相互関係がもたらす効果が解明できるとされた。そして，Rogoff（２００３）は最近接発達領
域を子ども対より広範な社会文化的過程の中で捉え直そうとした８。さらに，Leont’ev（１９８７；１９８１）
は，記号による媒介から，人間の共同的な活動へと学習理論の重点を移し，活動理論として提唱し
た。このように Cloe, Wertsch, Rogoffが Vygotskyの直接的な影響を受けて文化・歴史理論を展開
したのに対し，Engeströmは Leont’evの活動理論をベースに新しい学習理論の構築を目指してい
く（高木,２０１０, p.４１９）。
３－２．活動理論の展開，文化・歴史的活動理論へ
さて，活動理論とは，Leont’evによって提唱され，人間の精神発達を文化や歴史との関係性の中
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図表１：人間の活動の構造（活動システム）
出所：Engeström, Y.（１９８７）Learning by Expanding : An Activity -Theoretical Approach to Developmental Research, Cam-
bridge University Press（山住勝広・松下佳代・百合草禎二・保坂裕子・庄井良信・手取義宏・高橋登訳（１９９９）『拡
張による学習：活動理論からのアプローチ』新曜社, p.７９）.
から生じると考える点で Vygotskyによる初期の文化・歴史理論と共通する。しかし，Leont’evは
記号による媒介ではなく，個人的行為と活動とを分け，目的に集団的に働きかけていく過程を活動
として捉えようとした（高木, ２０１０, p. ４１３）。こうした活動理論を Engeström（１９８７）は系譜に当
たる Vygotskyを第一世代，Leont’evを第二世代，Engeström自身を第三世代として整理した。
まず，活動理論の第一世代とされる Vygotskyは，上述したように主に言語による媒介や学習主
体と教授者との相互作用，そしてそれに伴う内化といった概念から学習や発達の社会性を論じた。
しかしながら，Engeström（１９８７）によれば，Vygotskyの議論は，主体，記号（主に言語），対象
といった三角構造に留まっていることに限界があった。つまり，Vygotskyの媒介構造では，相互
作用と内化，言語による媒介として社会性を捉えていたものの，主体の学習基盤であるはずの社会
的ルールや共同体などとの関係の観点が不足していた。第二世代の Leont’evは，個人的行為と集
団的活動とを分け，分業と協業，社会的ルール，共同体といった社会的基盤を Vygotskyの理論に
組み込むことで，人間の活動を道具に媒介されると同時に社会的に媒介される共同活動として示し，
学習の社会性を拡張した。しかしながら，活動そのものの構造や活動の変化についには明確にされ
なかったことに限界があった（Engeström,１９８７, pp.６１―７３）。
３－３．活動システムと拡張的学習
Engeström（１９８７）は活動理論の第一世代と第二世代の課題を踏まえ，人間の活動の構造を活動
システム（図表１）として示した。
まず「主体，道具，対象・結果」からなる上部の小三角形は主体（個人あるいは活動に関与する
人びと）がある動機に基づいて対象に向かう活動が道具に媒介されることを示している。活動理論
の第一世代が対象としていた範囲である。しかし，第二世代で明らかにされたように，活動は人び
とが従っている社会的ルールや共同体，分業（協業）に基づいている。
これは，活動は共同体のメンバー間での分業（協業）を必要とし，それに伴ってメンバー間での
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図表２：拡張的学習のサイクルにおける矛盾とそれに対応する戦略的学習行為
出所：Engeström, Y.（２００１）“Expansive Learning at Work : Toward an Activity Theoretical Reconceptualization,” Journal of
Education and Work , Vol.１４, No.１, p.１５２．より筆者訳。
ルールも求められることを意味している。そして分業（協業）とルールの必要性を示したのが「主
体，ルール，共同体」からなる小三角形と「共同体，分業，対象・結果」からなる小三角形である。
Engeströmは人間の活動の構造を理解するにはこうした各項，各項における相互関係を理解する
必要があると論じた。また，活動システムには多数の観点や見方，伝統，関心や利害といったもの
が集積されており，分業や協業は活動システムの参加者の異なる立場を生じさせる。こうした背景
から活動システム内での多声性や異種結合が重要になると考えられている。さらに，多声性を背景
として活動システムの各項あるいは各項間には矛盾が存在し，その矛盾が活動システムの発達の契
機になると考えられている。つまり，Engeströmは学習または発達における変化の主体を個人だ
けではなく，人間の活動構造すなわち活動システムにも置き，人間の学習ないし発達とは活動シス
テムの生産であるとした。そして，Vygotskyの最近接発達領域を以下のように再定義した。
「最近接発達領域とは，個人の現在の日常的行為と，社会的活動の歴史的に新しい形態―それは
日常的行為のなかに潜在的に埋め込まれているダブルバインドの解決として集団的に生成されうる
―とのあいだの距離である（Engeström,１９８７, 邦訳書, p.２１１）。」
つまり，拡張的学習とは個人的行為だけでは解決できない矛盾を契機に，その矛盾を集団的に解
決し，活動システムを変革していく過程である。このように学習概念を拡張させ，さらに Engeström
（２００１）は活動システムが変容する過程を学習のサイクルとして示した（図表２）。
まず，第１の矛盾とは活動システムの各構成要素の内部で発生し，それが第２の矛盾でダブルバ
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インドへと転換される。つまり，現行のシステムに疑問を感じ，その疑問を解消すべく活動システ
ムに持ち込まれた新しい要素と古い要素との間で葛藤が生じることである。そして，そこから新し
い方法のモデル化・検証が進んでいく。第３の矛盾では古い要素によって新しい要素が圧倒される
が，第４の矛盾で新しい活動が古い活動と競合し合うようになる。こうした一連のプロセスを経て
新しい活動が次第に新しい実践へと統合されていく。つまり，拡張的学習では学習プロセスを段階
的に捉えようと試みている。
３－４．拡張的学習の特長と課題
さて，以上を踏まえて拡張的学習の特長と課題を検討したい。まず拡張的学習では，人間は社会
的な存在で，認知は状況や文脈に規定されるという前提のもと人間の活動をシステムとして捉え，
「主体，道具，対象・結果，ルール，共同体，分業」として複数の観点から多元的に分析すること
を試みている。また，学習プロセスをサイクルとして示し，新しい活動が実践へと定着する過程を
段階的に捉えていた。したがって，拡張的学習を分析アプローチとして用いることで学習の社会性
はもとより，学習を多元的，動的に捉えることが可能となる。
しかし，一方で課題も指摘されている。まず文化・歴史学派は「反個体主義」のもと展開されて
きた。したがって，個人を文化や歴史の中でいかに位置づけるべきなのか議論が残っており（高木,
２０１０, p.４２１），人間個人と人間の社会性との位置づけでジレンマに陥ってしまっているといわれて
いる（Brown, ２００８, p. １５２）。この点について，拡張的学習は活動システムとして，主体の学習が
社会的基盤にも媒介されると捉えることで，学習主体と社会性とを併存させようとした。しかし，
拡張的学習では活動システムにおける学習主体が個人や集団など多義的に用いられている。そのた
め，学習主体のレベル（個人なのか，集団なのか，組織なのか）を明確に定義しないと，その他の
要素のレベルと齟齬が生じる恐れがある。したがって，拡張的学習を分析ツールに用いる際，主体
の位置づけが重要となる。
４．イノベーションへの参画主体について
ここまでを通して学習心理学の変遷から拡張的学習の理論的展開を追ってきた。拡張的学習には
課題もあるが，学習を社会的，そして多元的・動的と捉える点に特長があると考えられる。それで
は，この特長がなぜイノベーション研究，とりわけイノベーションの主体の多様化と複雑化に関す
る研究で有効と考えられるのか，イノベーションの参画主体の観点から既存研究を整理していきた
い。
４－１．イノベーションの主体の多様化と複雑化
まず，イノベーション研究の父である Schumpeter（１９３４）は，イノベーションは企業から発生
すると捉えており，ユーザーはメーカーによるイノベーションを受容する受動的な存在として認識
していたとされる（小川,２０１３, p. VI）。
「新しい欲望がまず消費者の間に自発的に現れ，その圧力によって生産機構の方向が変えられる
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というふうにおこなわれるのではなく，むしろ新しい欲望が生産の側から消費者に教え込まれ，し
たがってイニシアティヴは生産の側にあるというふうにおこなわれるのがつねである（Schumpeter,
１９３４, 邦訳書, p.１８１）。」
確かに，メーカーがイノベーションを起こし消費者の需要を喚起することはある。しかし，１９７０
年代半ばからユーザー・イノベーション研究に注目が集まるようになり，メーカーだけではなく，
ユーザーもイノベーションを時として起こすことが明らかにされた（von Hippel,１９７６; １９８８など）。
ただし，von Hippel（１９８８）は，全産業においてユーザーがイノベーションを起こすとは限らず，
メーカーやユーザーに加えて，サプライヤーなどもイノベーションを発生させることを指摘し，こ
うした現象を「イノベーションの源泉の多様性」と表現した９。その後，von Hippelの研究は生産
財から消費財にまで拡大し，その過程でイノベーターとしてのユーザーに研究の焦点が絞られるよ
うになる。
さて，von Hippelにおけるユーザー・イノベーションとは，ユーザーがイノベーションに関する
アイデアを発案し，それをメーカーが後から製品化するというもので，イノベーションの発案と製
品化という役割分担がユーザーとメーカーとの間であった。つまり，イノベーションはユーザーか
ら単独的に発生すると考えられていた。しかし，ユーザーだけではなく，ユーザーとメーカーとが
共同的にイノベーションを起こす場合があるとされる。小川（２０００）によれば，イノベーションは
２つの問題解決で構成されており１０，その問題のどちらをユーザーあるいはメーカーが担うかでイ
ノベーションを分類することが可能とされている１１。つまり，小川は von Hippelのユーザー・イノ
ベーションからユーザーとメーカーとの関係性を発展させ，ある１つのイノベーションがユーザー
とメーカーという複数主体によって起こることを想定した。
これまではイノベーションに関与する主体はユーザーとメーカーが中心に論じられてきた。しか
し，近年ではイノベーションに参画する主体の多様化，そして主体間の関係性がより複雑になった
ことから，多様な主体間でイノベーションを共創することの重要性が認識されるようになった。た
とえば小川（２００６）は，メーカーの製品開発において，アイデアの創造段階から流通企業や消費者
が参加し，各主体の情報や知識が持ち込まれ，新製品開発が進むことを共創とした。そして，共創
によって新規性や独自性の高い製品が誕生し，メーカーと流通企業には競争優位性が，消費者には
満足がもたらされると考えられている。また，Chesbrough（２０１１）は，ビジネスをサービスとし
て捉え，社内外の知識を有効活用し，顧客に体験を提供しながら価値創造に引き込み，顧客とイノ
ベーションを共創するというオープン・サービス・イノベーションが重要であると論じている。
さらに，共創の重要性はサービス・マーケティングや戦略論の分野でも議論されている。Norman
and Ramirez（１９９３）はサプライヤー，提携企業，顧客など複数の主体からなる星座のような価値
創造システム，つまり共創が競争優位性の源泉になるとした。彼らによれば，今日企業一社だけで
価値を創造することのできない時代であり，価値創造は複雑化・多様化し，それと同様にその価値
を生み出す相互関係も複雑化・多様化していると指摘している。Ramaswamy and Guillart（２０１０）
は共創とは企業が作ったものを一方的に押し付けるのではなく，顧客，サプライヤー，提携企業，
従業員などのさまざまな関係性と創り上げることで，そのためには顧客の体験に注目すること，状
況に応じた主体間の交流，参加型プラットフォーム，ネットワーク内の関係，これらの要素を上手
く機能させることが不可欠であると論じている。
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つまり，イノベーション研究において，イノベーションの担い手は大きく３つの段階を経て発展
してきたと考えられる。まず第１が，イノベーション研究の初期にみられたメーカーによって独断
的に行われているとする段階である。第２が，ユーザー・イノベーションあるいはユーザーとメー
カーとが共同するという，イノベーションの担い手をユーザーとメーカーとの関係性から捉える段
階である。そして，第３は今日明らかにされてきた，ユーザーやメーカーに加えサプライヤーや提
携企業など種々の主体がイノベーションに参画する共創を重要とする段階である。つまり今日のイ
ノベーション研究では，イノベーションの担い手，あるいはイノベーションの源泉は多様な主体で
構成されており，その主体を多元的に捉える観点が欠かせない。
４－２．情報伝達の重要性と難しさ
さて，先行研究でも示されているように今日の企業経営においてイノベーション活動は企業一社
が単独で行うことは難しく，さまざまな主体が関与する中で起こる。しかし，複数の主体がイノベ
ーションに参画すればイノベーションは成功するとは限らず，競争優位性の構築につなげるには主
体間で的確に情報を伝達することが不可欠である（von Hippel,１９９４; Chesbrough,２００６）。ただし，
情報の伝達にはさまざまな障壁が存在し容易に進まないことが明らかにされている。
たとえば，情報移転の困難さを von Hippel（１９９４）は情報の粘着性として論じている。情報の粘
着性とは，ある所与の単位の情報をその情報の受け手に利用可能な形で，ある特定の場所に移転す
るのに必要な（限界）費用である。この情報の粘着性の程度は発信者の情報の暗黙性１２と情報の受
け手の吸収能力１３に依存する。つまり，情報の粘着性は，多くの技術的知識が特定かつ特殊なもの
を対象として暗黙性が高い時，あるいは受信者の事前の知識量が乏しいために問題解決以前にはど
の項目が重要であるのかが不明である時，このような場合に高くなるとされる。
さらに，Chesbrough（２００６）は社外のイノベーションやテクノロジーを採用する際に，他社か
ら持ち込まれるものを活用することで発生する予期せぬリスクを回避したいという心的コストが発
生し，企業は自前主義に陥る危険性があると指摘している。これは社外のイノベーションやテクノ
ロジーは社内のものと比較して未知の要素が多いことに起因すると考えられている１４。また，ある
情報を購入する場合，情報の提供者と情報の購入者との間でパラドックスが生じることが課題とし
て上げられている。これは，購入者は購買の決定を下す前に情報の詳細を知りたいと考えるが，提
供者は情報の内容を全て語ってしまうと無料で移転することと同じになってしまう。そのため，購
入者は不完全な状況で購入の意思決定しなければならなくなる１５。このほかに，情報汚染の問題も
指摘されている。情報汚染（アイデアの混入，コンタミネーション）とは，情報提供者と購入者と
の間で，当該情報について議論した後，情報購入者がライセンスを受けずに，自社で開発する場合，
購入者自ら提供者のアイデアを混入させ自身の情報を汚染させることを指す。情報汚染の結果，後
に提供者が自分のアイデアを盗んだと主張する恐れがあり，知的財産権の保護が難しくなる可能性
が生じる１６。
こうした問題に対し，解決策も議論されてきた。たとえば，von Hippel（１９９４）では，ユーザー
対メーカーの関係においては，粘着性が高い情報も一度に移転させる情報量を少なくし，双方間で
反復を繰り返しながら移転させることで，粘着性は低減できると考えられている。また，ユーザー
が自分のニーズに合ったカスタム製品の設計を可能にするツールキットを企業が提供し，そのツー
ルキットを活用して情報を取り込む場所を一か所にすることでも粘着性は緩和できるとされている
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（von Hippel,２００１）。そして，Chesbrough（２００６）では企業間の関係においては情報を移転させる
際に仲介企業を活用することが有効であると考えられている。仲介企業を利用することによって，
企業は情報を探索・精査する社内プロセスを構築するコストを下げられ，競争優位性を得られると
されている１７。
しかしながら，これらの問題解決は主体間の双方向性については考慮されているものの，二者間
の関係に留まっていることに限界がある。上述したようにイノベーションには多様な主体が関与す
るため三者以上の主体間の関係性を考慮する必要がある。さらに，多様かつ複数の主体が関わる中
では，状況に応じた主体間での交流，そして主体間でともに経験や意味を創造していくことが求め
られる（Ramaswamy and Guillart,２０１０; Frow et al.,２０１１）。つまり単に情報を伝達するだけでは
イノベーションを達成することが難しい可能性がある。
４－３．主体間での社会・文化の理解へ
それでは，主体間での交流，そして主体間での経験や意味の創造をイノベーションにつなげるに
は何が求められ，どのような点に留意すべきなのであろうか。
Prahalad and Ramaswamy（２００４）は企業対消費者の関係から，対話の重要性を説いている。彼
らによれば，対話とは当事者同士が深くかかわり合いながら，行動へ向けて意見を交わすことを意
味しており，単に消費者の意見に耳を傾けるのとは異なるとしている。こうした対話を実現するに
は，消費者と対等な立場で問題解決にあたり，コミュニケーションを図りながらともに学習するこ
とが必要と考えられている。つまり，消費者との密接な関係を構築することで，消費者を取り巻く
社会や文化などの背景を理解でき，それがイノベーションにつながると考えられている。
ただし，ここにおいても主体間の関係性が企業対消費者という二者間に留まってしまっているた
め，主体間の関係性を拡張させた上で，対話の概念を用いることが必要となる。すなわち，ユーザ
ー，メーカー，提携企業，サプライヤーなど多種多様な主体間での対話を通して，他者の社会や文
化を理解することが必要といえる。また，対話を通し主体間の距離がより密接になることで，イノ
ベーションのプロセスは動的な活動になると推察される。
５．考察：イノベーション研究における拡張的学習の有用性と応用可能性
以上を踏まえ本節では，なぜ拡張的学習がイノベーションの主体の多様化と複雑化において有用
となるのか，上述したイノベーション研究と拡張的学習を整理し明らかにしていきたい。さらに，
ロボットを活用した介護サービスでのイノベーションを事例として取り上げ，拡張的学習の応用可
能性を検討する。
５－１．イノベーション研究における拡張的学習の有用性
上述したように，今日の企業経営においてはユーザー単独，メーカー単独によってイノベーショ
ンを起こすことは難しくなっており，三者以上の多様な主体が関与しイノベーションを発生させる
こと，すなわちイノベーションの起点が多元的かつ相互依存的であることが先行研究で明らかにさ
れてきた。さらに，多様な主体が関与する場合，対話を通して他者の社会や文化を理解することが
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主体間に求められており，単純な情報伝達だけではイノベーションを実現することが難しい可能性
がある。
一方，拡張的学習については，認知は状況や文脈に規定され人は社会的な存在であるという前提
のもと，人間の活動をシステム（図表１）として，複数の要素から構成されるとした。また，学習
サイクルを既存の実践が新しい実践へと統合されるプロセスとして段階的，動的に捉えながらその
変化をみている（図表２）。
つまり，今日イノベーション研究で求められていることと，拡張的学習の視座は親和性が高いと
考えることができる。すなわち，イノベーションの社会性，多元性，ダイナミズムについて拡張的
学習を用いることで，複数の多様な主体によるイノベーションプロセスを解明することにつながる
と考えることができる。
５－２．ロボットを活用した介護サービスを事例をもとに拡張的学習の応用可能性を検討
さて，本稿ではこれまでイノベーションへの参画主体に関する既存研究から，拡張的学習の有用
性を整理してきた。本節ではロボットを活用した介護サービスのイノベーションを事例として拡張
的学習の応用可能性を検討していきたい。まず，なぜロボットを活用した介護サービスを事例とし
て取り上げるのか，介護ロボットの開発・導入状況の概要からその理由を述べる。つづいて，観察
対象の特徴と導入状況を学習サイクルと活動システムから分析する。そして，その分析を通し，拡
張的学習の応用可能性を検討する。
５－２－１．ロボットを活用した介護サービスの特徴
ロボットを活用した介護サービスは日本の高齢化の進展に伴って，２０１０年頃から試験的に高齢者
福祉施設や医療施設で展開されるようになってきた。すでに，ある一部のセラピーロボットには介
護保険が適用され，被介護者は割安の価格で使用できるようにもなった。介護ロボットの開発や導
入は被介護者，現場の介護労働者，福祉施設の経営者，ロボットの開発者，さらに行政が関与し進
められている。しかし，被介護者や介護の特性，介護ロボットに対する否定的な認識，介護ロボッ
トそのものの機能や性能がボトルネックとなり，開発や導入は容易には進んでいない（東,２０１６）。
こうした背景には，介護には介護の，ロボット開発にはロボット開発の，それぞれの専門知識が求
められていることが影響していると考えられる。言い換えれば，関与する主体間の異質性が顕著で
あり，それが負の影響を与えてしまう場合があるといえる。
つまり，ロボットを活用した介護サービスは，「高齢社会の日本にとって有用なツールとなり得
るが開発や導入が容易ではないこと，さらに開発・導入には多様な主体が関与し，主体間の異質性
が顕著である」こうした特徴を抱えている。したがって，これらの特徴を持つロボットを活用した
介護サービスを事例として取り上げることで，イノベーションへの参画主体の多様化・複雑化にお
ける拡張的学習の応用可能性を検討すること可能であると考えられる。
５－２－２．アンドロイド型遠隔操作コミュニケーションロボットの試験導入の概要
本稿では，アンドロイド型遠隔操作コミュニケーションロボットの導入・改良状況（桑村ら,
２０１３）から分析を行う。当該ロボットは，上述した主体に加え，ボランティアスタッフとして操作
者が加わり，主体間の関係がより複雑であるため観察対象として選定した。当該ロボットは人工知
イノベーションの主体の多様化と複雑化における拡張的学習の可能性
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能を搭載していない。また，形状は人によく似ているものの，任意の人物を当該ロボットに反映で
きるように特殊な外見をしている。当該ロボットの頭部と口が操作者の動きに同期し，腕は PCの
キーもしくはコントローラーで操作できる。被介護者は当該ロボットを抱きかかえることで，遠隔
地にいる操作者と身体的なコミュニケーションをとることが可能となる。
それでは，当該ロボットの導入がどのようにして進められたのか，特別養護老人ホームへの試験
導入の過程から整理していきたい。まず，介護労働者には当該ロボットの外見が奇妙に映り，導入
による業務の負担増加を懸念していた。操作者であったボランティアスタッフは，PC機器の操作
に慣れておらず，遠隔地操作のイメージを持てなかった。そのため，実際に操作しても当該ロボッ
トがあまり動かない状況が発生した。被介護者は，当該ロボットをどう扱えばよいか分からず，ま
た精密機器であることから取り扱いに困惑していた。なかには驚き戸惑い，拒否反応を示す被介護
者もいた。このようなユーザーサイドの状況から，開発者らはマニュアル作成，説明会の実施，操
作インターフェイスの簡略化を進めた。さらに並行して，ヒアリングを実施し，活用方法について
開発者らと介護労働者が話し合いを持った。また，介護労働者から出た効果的な活用方法，操作に
関する新しい案はロボットに反映させていった。そして，こうした介護労働者を中心とするユーザ
ーと開発者らとの双方向的なやり取りによる問題解決によって，以前よりも比較的活発に当該ロ
ボットを操作できるようになり，楽しむ人が増えたとされている。
５－２－３．アンドロイド型遠隔操作コミュニケーションロボットの試験導入に関する分析
さて，以上を踏まえ，ロボットを活用した介護サービスのイノベーションを拡張的学習の観点か
ら分析しながら，拡張的学習の応用可能性を検討したい。
まず，当該ロボットの導入と改良の流れは次のように整理することができる。はじめに被介護者，
介護労働者，操作者（以下，ユーザーら）がロボットの扱い方を開発者らの指導のもと現場で学び，
運用する。つづいて，ユーザーらの要望や意見を開発者らが学び，それをロボットに反映させる。
さらに改良されたロボットの扱いをユーザーらが再び学習する，という形で導入と改良が進んでい
る。こうした一連の流れは場当たり的に行われているように一見は見えるが，学習サイクル（図表
２）のような形で進行していたと分析できる。つまり，新しい要素（当該ロボット）と従来の要素
（従来の介護方法）との間で葛藤が起こりながらも，新しい要素のモデル化・検証がマニュアルの
開発・改良，説明会の実施，話し合いなどを通して行われ，新しい実践へと統合されつつある。た
だし，試験導入であるがゆえに，完全には新しい活動（当該ロボットを活用した介護サービス）が
新しい実践へと確立してはいない。
また，活動システムの観点から分析すれば，マニュアルの開発・改良，説明会の実施，話し合い
などのこれらの道具は個別に機能していないと考えることができる。これらの道具はその場の状況
に応じて補完的に活用されており，これらの道具が集合している高齢者福祉施設がロボットを活用
した介護サービスを進展させるための集団的な道具として機能し始めていると分析することができ
る。また，そうした道具がイノベーションの達成には欠かせないことがわかる。そして，高齢者福
祉施設は集合的な道具としてだけではなく，各主体を結びつけるネットワークとしても機能してい
るといえる。さらに，ユーザーらと開発者らの関係は，開発者らがロボットを開発し操作方法を伝
授し，ユーザーらがロボットを使うという一方向的な分業（協業）体制ではなく，その時の状況に
応じて，双方向的な関係性の中で分業（協業）がなされていると分析できる。つまり，ユーザーら
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図表３：ロボットを活用した介護サービスを対象とした活動システムの試験適用
出所：筆者作成。
や開発者らの外部に予め絶対的なロボットの開発方法や運用方法に関する知識が存在し，各々がそ
れを獲得していくという個人的な学習ではなく，両者の相互作用，すなわち社会的に学習がなされ
効果的な開発方法や運用方法が構築されていくといえる。これらの分析をまとめたものが「ロボッ
トを活用した介護サービスを対象とした活動システムの試験適用（図表３）」である。
以上の学習サイクルと活動システムの観点から，ロボットを活用した介護サービスでは，状況依
存的で，主体間で相互作用的つまり社会的にイノベーションが進行しているといえる。
さて，これまでの学習サイクルと活動システムの分析から，拡張的学習は多様な主体が参画する
イノベーションへ応用することが十分に可能であると考えられる。なぜなら，学習サイクルはイノ
ベーションの進行過程を体系的に記述することができ，活動システムはイノベーションの達成に向
けて関与する主体や道具などの要素間の相関関係を説明することが可能であった。また，被介護者，
介護労働者，操作者，ロボット開発者など多様な主体が関与し，主体間の異質性が顕著である事例
を体系的に説明できたことは，拡張的学習が持つ理論的汎用性が高いと考えられる。したがって，
多様な主体が関与するイノベーションに拡張的学習を分析ツールとして用いることは可能と考えら
れる。
５－２－４．ロボットを活用した介護サービスと拡張的学習からのインプリケーション
上記の分析は一事例によるものにすぎないが，その分析結果からどのようなインプリケーション
をもたらすのか結論にかえて検討したい。
まず，実務的なインプリケーションとしては，参画主体を結びつけるネットワーク，成果を得る
ために主体が活用する道具を集合的に捉えること，この２点が重要と考えることができる。参画主
体を結びつけるネットワークについては，主体間の相互交流と主体が置かれた文脈を切り離さない
ように仕組みを整える必要がある。また，道具を集合的に捉えることにおいても相互交流と主体が
イノベーションの主体の多様化と複雑化における拡張的学習の可能性
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文脈を切り離さないことが求められる。なぜなら，道具は個別に機能しているのではなく，その場
の状況に応じてユーザーとともに構築され補完的に用いられており，それらの道具を介して新技術
の改良や習得が進んでいるためである。つまり，新技術の導入期においてメーカーは単に新技術（事
例でいえば介護ロボット）の効率的な開発・改良や導入だけを考えるのではなく，ユーザーとの対
話を通して新技術が使われる場面をより深く理解することの必要性を示唆している。
次に，学術的なインプリケーションとしては，各主体がお互いの社会や文化を理解しイノベーショ
ンにつなげていくプロセスには，主体間での多声性を建設的に構築していくことが欠かせないとわ
かる。各主体がイノベーションの達成に向けてお互いの意見に耳を傾け，それを肯定的に捉えなが
ら対話を繰り返すことで，道具を新たに開発することや新技術の習得が進んだといえる。主体同士
を結びつけるネットワークにも主体間での対話や交流を促進できるような施策が求められる。つま
り，多様な主体が参画するイノベーションでは主体間の対話の在り方，さらにコミュニケーション
の様相に着目することが一つの有効な観点と考えられる。
６．おわりに：今後の課題と展望
本稿では，多様な複数の主体が関与するイノベーションを解明するための手がかりとして拡張的
学習を用いることの有用性と応用可能性を，学習心理学の変遷，活動理論の展開，そしてイノベー
ション研究，ロボットを活用した介護サービスの事例から検討してきた。拡張的学習の多元的，動
的視点と学習を社会的な活動とする観点は，今日のイノベーション研究で求められている参画主体
の多様性，主体間の社会や文化に対する相互理解，イノベーションのダイナミズムを捉えることに
親和性が高いと考えることができる。ただし，拡張的学習のように他者との相互関係，主体間の共
同的理解のプロセス，知識の共同的構成の観点から人の活動を捉えようとする理論は複数ある
（Brandi and Elkjaer,２００２）。たとえば，状況的学習（Rave and Wenger,１９９１），実践に基づく学習
（Gheradi, ２０００），アクター・ネットワーク・セオリー（Fox, ２０００）である。これらの理論と比較
して，拡張的学習の理論的有効性を検討する必要がある。また，本稿では一事例しか分析できてい
ないため他の事例からも分析を重ねる必要がある。今後は上述した課題を克服すると同時に，イノ
ベーションの主体間の対話やコミュニケーションに着目することで，多様な主体が関与するイノベ
ーションがどのように成功あるいは失敗するのか，そのメカニズムを引き続き明らかにしていきた
い。
注
１ Gergen（１９９４b）邦訳書, pp.１６３―１７０．
２ 人工物は，その形態が以前の一部と現在媒介しているものとの相互作用によって形作られているため物質的であり，
それと同時に観念的なものである。したがって，人工物は文化の基礎的な構成要素であるとしている。また，人工物と
文化は，状況，文脈，活動など「何か他のもの」と結びつくことで存在するとされる（Cole,１９９６, 邦訳書, pp.１６１－２０１）。
３ 声とは人格としての声，意識としての声であり，この声の概念を用いることで，人間のコミュニケーション過程と心
理的過程とをつなぐことが意図されている（Wertsch,１９９１, 邦訳書, pp.２９―３０）。
４ 発話（対話）とは，言語コミュニケーションの現実的な単位であり，Wertschはヴィゴツキー理論の媒介という概念
と一貫性があると考えた（ibid ., pp.７２―７３）。
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５ 対話性についてバフチンは一つ以上の声を想定しており，多声性は現実世界の表現方法が複数あることを考慮され用
いられた（ibid ., pp.３０―３１）。
６ 社会的言語とは，ある特定の社会体制，ある特定の時代の中の特定の社会階層に特有なものとして存在する発話の形
式であり，一貫した文法・意味体系を持つ言語（国語）と区別するために用いられた（ibid ., pp.８０―８３）。
７ ことばのジャンルとは挨拶，雑談，食事の席，会議など特定の場面（ジャンル）に結びついて比較的安定した一定の
類型的形式を持つ発話を指し，ことばのジャンルを使うことなく発話することは不可能とされている（ibid ., pp．８５―８９）。
８ 個人的発達は文化から影響を受けたり，文化に影響を及ぼすのではなく，人は文化の活動に参加しながら発達し，文
化も世代を越えた人びとの関与によって発達的に変化する。つまり，人びとは文化的道具の共同使用や実践を通して発
達しながら，同時に文化的道具，実践，制度の変容に手を加えるとされる（Rogoff,２００３, 邦訳書, pp.６６―６７）。
９ von Hippel（１９８８）の産業財に対する調査結果によれば，トラクターシャベル，エンジニアリング・プラスチック，
プラスチック添加剤ではメーカーがイノベーターであり，電線切断機械，工業用ガラス，サーモプラスチックを使用す
るプロセス機器ではサプライヤーがイノベーターとして機能していた。
１０ ２つの問題解決とは，機能デザイン（ユーザーが抱える問題を発見し，それを機能へと翻訳すること）と技術デザイ
ン（機能を実現する生産技術を含めた要素技術の組み合わせを創出すること）である（小川,２０００, pp.１０５―１０８）。
１１ メーカー単独，自己解決型共同，襷がけ型共同，ユーザー単独，以上４つのイノベーションに分類し，ユーザーとメ
ーカーによる自己解決型共同イノベーションおよび襷がけ型共同イノベーションが重要と考えられている（ibid ., p.
１０８）。
１２ 人のスキルは暗黙的なものに留まることが多く，技術の本質的な部分は明確に定義ができないほど知識によって占め
られている。つまり，情報の粘着性が高くなる一つの要因に暗黙知が影響していると考えられている（von Hippel,２００５,
邦訳書, pp.９１―９５）。
１３ 企業や個人が外部からの新しい技術的な情報を吸収する能力は，事前に保有している関連知識の関数にほぼなってい
る（ibid .）
１４ Chesbrough（２００６） 邦訳書, pp.２８―３０.
１５ 経済学者ケネス・アローによって論じられた情報のパラドックスあるいは情報の非対称性（ibid ., pp．１６８－１６９）。cf．）
Arrow, J. K.（１９６３）Uncertainty and the Welfare Economics of Medical Care, “American Economic Review,” Vol. LIII, No．５,
pp.９４１―９７３.
１６ ibid ., pp.８６―８７,１６８―１６９.
１７ ibid ., pp.１６７―２０２.
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